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令和 3 年度決算に基づく財務書類 ≪統一的な基準≫　概要版

有形固定資産の
評価基準

・取得原価が判明…取得原価
・取得原価が不明…再調達価額
　　適正な対価を支払わずに取得したもの
　　（寄附など）は、再調達価額
　　道路等の土地は備忘価額１円

耐用年数 ・耐用年数省令の種類の区分に基づく耐用年数

３　連結範囲

１　「統一的な基準」による財務書類

　平成27年１月に総務省から「統一的な基準」が示され、全国の自治体に対して平成29年度末までに「統一的な基
準」に基づく財務書類の作成することを要請されたため、平成28年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を
作成することとしています。
　地方公共団体における財務書類等の作成に係る統一的な基準を設定することで、発生主義・複式簿記の導入、固定
資産台帳の整備、比較可能性の確保を促進するものです。

２　「統一的な基準」とは

統一的な基準

複式簿記
・官庁会計処理に基づくデータにより、発生の都度又は期末に一括して複式仕訳を実施
（本市は期末一括方式を採用）

富山県市町村総合事務組合

◎ 公営事業会計
富山県市町村会館管理組合
富山県後期高齢者医療広域連合

国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療事業特別会計

◎ 一部事務組合・広域連合

経費負担割合等に応じて比例連結します。

新川広域圏事務組合
一般会計 新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組

新川地域消防組合

病院事業会計
水道事業会計 一般財団法人黒部市施設管理公社

公益財団法人黒部市国際文化センター
下水道事業会計 公益財団法人黒部市体育協会

発電事業特別会計
◎ 第三セクター等地域開発事業特別会計

出資割合が50％超又は出資割合50％以下で業
務運営に実質的に主導的な立場を確保してい
ると認められる場合には全部連結の対象とし
ます。

フィッシャリーナ事業特別会計

◎ 公営企業会計

公益財団法人吉田科学館振興協会
宇奈月ビール株式会社

連 結

市全体会計

一般会計等
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単位：百万円

※

①

② ※

③
D    

①
②
③

※ 固定資産等形成分
Ⓑ 余剰分（不足分）

〈市民１人当たりの資産と負債〉 資産 円 うち固定資産 円
負債 円 うち地方債 円

人 （令和3年度末住民基本台帳人口）
※　１人当たりについては1円単位で算定

単位：百万円

 収入：市税、地方交付税、国県補助金など
支出：社会保障給付、人件費、物件費など

収入：国県補助金、基金繰入金など
支出：公共施設整備費、基金積立金など

収入：市債など 〈財政の健全性〉
支出：市債償還など ・基礎的財政収支≪プライマリーバランス≫

業務活動収支 （ ） ①

＋ 支払利息支出 （ ） ㋐

＋ （ ）

＝

４　一般会計等財務書類（４表）

　地方公共団体の財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明らかにすることを目的として作成しま
す。

資産の部（保有している資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）

(1) 有形固定資産 93,238 (1) 地方債 28,842
１ 固定資産 110,040 １ 固定負債 32,358

事業用資産 93,628 (2) 退職手当引当金 2,676
減価償却累計額 ▲49,810 (3) その他 841

2,905
減価償却累計額 ▲50,954 (1) １年以内償還予定地方債 2,501

建設仮勘定 1,794
インフラ資産 96,917 ２ 流動負債

Ⓓ

建設仮勘定 1,141 (2) 未払金 0
物品 4,728 (3) 賞与等引当金 182

(2) 無形固定資産 91 (5) その他 57
減価償却累計額 ▲4,206 (4) 預り金　 164

基金 1,730
その他 212 純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

(3) 投資その他の資産 16,711
投資及び出資金 14,769

負債　合計

２ 流動資産 4,328 112,005
(1) 現金預金 1,393 ▲32,901

35,263

(4) その他 16
純資産　合計 79,105

(2) 未収金　 969
(3) 基金 1,949

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

【資産－負債：　114,368-35,263＝79,105（百万円）】

資産は、今後負担することとなる負債の約3.2倍を保有していることになります。

2,833,629 2,726,385
873,699 776,568

※ Ⓐ

資産　合計 114,368 負債及び純資産合計 114,368

２ 投資活動収支 ▲2,698

３ 財務活動収支 939

人口 40,361

　１年間の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、性質の異なる３つの活動に分けて表示するもので、資金の獲
得及び配分の状況を理解し、債務の支払能力の評価等に活用することを目的として作成します。

前年度末資金残高 859 ・業務活動収支
 市の経常活動に伴い継続的に発生する資金収支を
 表します。投資活動や財務活動に該当しないものは
 全てここで計上します。
・投資活動収支
 固定資産や基金などの資本形成活動に伴い臨時・
 特別に発生する資金収支を表します。
・財務活動収支
 地方債発行や元本償還等を計上します。

１ 業務活動収支 2,130

②＋㋒ー㋑

本年度末資金残高 1,229 ※
▲499 百万円

→プラスは、市債に頼らずにその年の税負担などで業務に必要な
支出が賄えていることを意味します。※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

2,130 百万円

本年度資金収支額 370 ※
102 百万円

基金除く投資活動収支 ▲2,731 百万円

① 貸借対照表

② 資金収支計算書
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単位：百万円

①
②
③

①
②
③
④その他

〈行政の効率性の視点〉
・市民１人当たり行政コスト

円
（前年度555,594円）

単位：百万円

※

行政コスト計算書の純行政コスト

（あ）
地方税、地方交付税、国県補助金など

◎基準日

◎財務４表構成の相互関係

(2) 移転費用 9,918

　企業会計において、損益計算書に相当するものです。
　１年間の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的として作成します。

・経常費用
 業務費用では市の業務の実施に直接使われるコスト
 を確認できます。
 移転費用では、他の団体や個人に移転されるコスト
 のことで、補助金支出のほか、児童手当や生活保護
 などの社会保障給付、特別会計や企業会計への
 繰出・出資金などを確認できます。

・臨時損失・臨時利益
 災害復旧費用や投資損失引当金、資産の売却益・
 売却損などを確認できます。

・純経常行政コスト
 市の提供したサービスに対する直接的な収入で賄い
 きれなかったコストが確認できます。賄いきれ
 なかったコストがどのように賄われるかを見る
 ときは、純資産変動計算書を見ます。

１ 経常費用 21,178
(1) 業務費用 11,260

人件費 2,998

補助金等 6,745
社会保障給付 2,108
他会計への操出金 951

物件費等 8,089
その他の業務費用 173

(2) その他 497

純経常行政コスト 20,505

114

２ 経常収益 673
(1) 使用料及び手数料 176

純行政コスト © 20,524
508,036

３ 臨時損失 26
４ 臨時利益 7

財源 19,525

本年度純資産変動額 （Ⓐ-前年） ▲953

　貸借対照表における純資産の部において、１年間の純資産（資産合計から負債合計を減じた残り）の変動を明らか
にすることを目的として作成します。

前年度末純資産残高 80,057 　行政コスト計算書にて示した純行政コストと、それを賄
う税収や国県補助金などとの差額が示されます。その額や
割合により、経常的事業が当年度の財源を
どの程度費消し、余裕があるかを分析できます。
　経年的に数値を見ていくことで、世代間の負担の
あり方を見ることができます。

・負債の増加による純資産の減少
→現世代が便益を享受する一方、将来世代に負担を
  先送り
・資産の増加による純資産の増加
→現世代の負担により将来世代も利用する資源を
  蓄積し、将来世代の負担が軽減

1 純行政コスト＝© ▲20,524

２

作成対象は令和３年度とし、基準日は令和４年３月31日となります。ただし、令和４年４月１日から５月31日まで
の出納整理期間の収支については、基準日までに終了したものとして取り扱っています。

貸借対照表の純資産合計　と　純資産変動計算書の純資産残高　は一致します。
貸借対照表の現金預金　と　資金収支計算書の資金残高と歳計外残高（P6に記載）の計　は一致します。
行政コスト計算書の純行政コスト　と　純資産変動計算書の純行政コスト　は一致します。

※

本年度末純資産残高 Ⓐ 79,105 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

③ 行政コスト計算書

④ 純資産変動計算書
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● 純資産比率及び将来世代負担比率

R2

R2

● 資産老朽化比率

－ ＋
R2

－ ＋

● 受益者負担比率

R2

● 行政コスト対財源比率

R2

● 歳入額対資産比率

R2

● 地方債等の償還可能年数

R2

５　財務書類から見た指標（一般会計等）

　これまでの世代及び現世代による負担と、将来世代の負担の割合を見ることができます。

69.2 ％ ( 70.0% )
①総資産 114,368,098,118 円

・純資産比率（過去及び現世代負担比率）

①純資産
＝

79,104,728,998 円
＝

　　　※R２年度類似団体平均は71.2％で、平均的な値にあります。

・将来世代負担比率

①地方債—臨財債-減収補てん債
＝

20,763,288,244 円
＝ 22.2 ％ (

＝
104,969,830,247 円

90,303,309,571 円 27,783,892,433 円 104,969,830,247 円

21.3% )
①有形固定資産+無形固定資産 93,328,716,113 円

　　　※R２年度類似団体平均は18.0％で、平均より少し高めです。

　有形固定資産のうち、土地以外（建物など）の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算しま
す。耐用年数と比べ、市の所有する資産の老朽化の進み具合を把握します。帳簿上の価値が失われても、使用でき
なくなるわけではありません。

＝ 62.7 ％ ( 61.8% )

①減価償却累計額
①有形固定資産 ①土地、立木竹 ①減価償却累計額

（建設仮勘定を含まない）

)
③経常費用 21,178,146,044 円

　　　※R２年度類似団体平均は3.5％で、受益者負担の割合がやや低いことが読み取れます。
　　　※R３年度はR２年度の経常費用として算定しているコロナ臨時給付金等が皆減し、数値が上昇しています。

　当年度の行政コストから受益者負担分を控除した額に対して、どれだけが当年度の負担で賄われたかが分かりま
す。

　　　※R２年度類似団体平均は62.2％で平均的ですが、施設の老朽化が進んでいることが読み取れます。

　使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担と経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対
する受益者負担の割合を見ます。上下水道事業や病院事業などを連結した場合は、受益者負担の数値が高くなるこ
とに留意する必要があります。

③経常収益
＝

673,287,020 円
＝ 3.18 ％ ( 2.74%

( 93.7% )
④財源 19,525,400,562 円

　　　※90％～110％が平均的と言われています。標準的な水準となっています。

③純経常行政コスト
＝

20,504,859,024 円
＝ 105.0 ％

　　　※R３年度はR２年度のコロナ臨時定額給付金等が皆減し、数値が上昇しています。

　今まで形成されたストックである資産が何年分の歳入の規模に相当するかが分かります。

①資産合計
＝

114,368,098,118 円
＝ 4.5 年分 ( 4.4年

　　　※地方債残高には後年の交付税措置の影響は考慮していません。
　　　※R３年度は、コロナ対策に係る国県等補助金の皆減により、業務活動収支黒字幅が縮小したため、前年度と比べ
        大きくなっています。

年 ( 14.2年 )
②業務活動収支 2,129,800,751 円

)
②歳入総額 25,648,608,169 円

　　　※3年～7年が平均的と言われています。

　地方債等を経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済できるかを表す指標で、借金の多寡や債務返
済能力を見ます。

①地方債残高＋長期未払金
＝

31,343,066,262 円
＝ 14.7

- 4 -


